
　京都府内事業所分の、毎月勤労統計調査地方調査結果（令和７年年末賞与）を取りまと
めましたので、お知らせします。
　なお、この調査における年末賞与とは、調査対象期間を令和７年１１月～令和８年１月に
限定し、この３か月分の調査票をもとに集計したものです。

（注） 平成２９年１月分結果から、平成２５年１０月に改訂された日本標準産業分類に
基づく集計結果を公表しています。

産業別年末賞与支給額及び支給割合（規模３０人以上） (単位：円、％、か月)

TL 調 査 産 業 計 ( 全 国 ） 490,695 92.8 94.4 1.22 1.31
TL 調査産業計 (京都 府） 467,542 90.0 87.2 1.20 1.29
D 建 設 業 727,207 86.5 79.2 1.68 1.85
E 製 造 業 677,714 92.9 96.8 1.30 1.41
F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,196,678 100.0 100.0 2.22 2.52
G 情 報 通 信 業 706,266 75.7 79.9 1.62 1.81
H 運 輸 業 ， 郵 便 業 361,394 83.8 63.8 1.25 1.51
I 卸 売 業 ， 小 売 業 275,375 92.2 95.8 0.90 0.94
J 金 融 業 ， 保 険 業 695,036 100.0 100.0 1.57 1.68
K 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 140,826 85.7 88.7 0.97 1.10
L 学術研究，専門・技術サービス業 953,926 85.4 48.2 1.99 2.38
M 宿泊業，飲食サービス業 77,346 78.0 68.8 0.33 0.37
N 生活関連サービス業，娯楽業 83,455 81.5 81.0 0.52 0.56
O 教 育 ， 学 習 支 援 業 750,565 100.0 100.0 2.17 2.26
P 医 療 ， 福 祉 373,746 100.0 100.0 1.31 1.36
Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ

R
サ ー ビ ス 業
（ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 308,714 84.6 85.3 1.05 1.13

(参考) 調査産業計 (全国： 5人以上 ) 424,889 76.5 86.5 1.08 1.14

『調査事項の定義』

　賞与を支給した事業所における全常用労働者についての一人平均賞与支給額です。
②「支給事業所数割合」
　事業所総数に対する賞与を支給した事業所数の割合です。
③「支給労働者数割合」
　事業所労働者総数に対する賞与を支給した事業所の全常用労働者数の割合です。
④「賞与支給割合」
　賞与を支給した事業所ごとに算出した給与に対する賞与の割合（支給月数）の一事業所
  当たりの平均です。

毎月勤労統計調査地方調査結果（令和７年年末賞与）
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①「支給労働者一人平均支給額」
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注２　５人以上の事業所については京都府は未集計です。

注１　「x」　調査対象事業所が少ないため秘匿
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万円 産業別年末賞与支給額（令和７年11月～令和８年１月）（規模30人以上）

注 「複合サービス事業」のデータは秘匿


